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○ 条約の主な内容
各締約国に対し、次の方法により船舶の安全かつ環境上適正な再
資源化を確保することを義務付ける。

船舶における有害物質を含む装置等の設置・使用を禁止／制
限する。

船舶の旗国は、船舶の検査を通じて船舶所有者が作成する有
害物質の目録を確認し、国際証書を発給する。寄港国は、船舶
の監督を行い、違反が発見された場合には船舶の抑留等の措
置をとる。

本条約の要件に適合した船舶の再資源化施設に許可を与え、
当該施設が船舶ごとに作成する再資源化計画を承認する。締約
国が許可を与えた施設以外での船舶の再資源化を禁止する。

船舶の解体の多くは途上国で行われ、環境汚染や労働者の事故・疾病等が発生。

船舶の性質（「廃棄物」となる時点が不明確、「輸出国」＝「旗国」ではない等）上、有害廃棄物の規制に係
る既存の法的枠組みの適用が困難。

２００９年５月、国際海事機関（ＩＭＯ）の下で本条約採択、我が国は条約作成を主導。

背 景

１．シップ・リサイクル条約の概要

解体国で不適切な再資源化解体が行われることを防ぐ。
１

未整備の船舶の再資源化施設

廃油・有害物質の投棄



２．シップ・リサイクル法の今後の予定

2018年
６月：船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律公布

2019年
１月18日：船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律

施行令等の閣議決定（環境省組織令の一部改正）

３月26日：船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律
施行規則等の公布

３月27日：シップリサイクル条約に加盟（日本の加盟により締
約国数は10ヶ国）

2021年頃
法の施行は条約発効の日（条約発効要件充足後、24ヶ月）

※法と同時施行、一部については、2019年４月１日に施行

※廃棄物規制課にシップリサイクルに関する規定の事務を追加

２
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３．シップ・リサイクル法の概要

シップリサイクル条約の国内担保
法。
船舶の適切かつ統一的なルール
の下で、安全・環境に配慮した船
舶の解体を確保することが必要。

目的

保護装備のない労働者

裸足

１．有害物質一覧表の作成

• 特定船舶でEEZ外を航行する船舶の所有者に対し、船舶に含まれる有害物質の使用
場所、使用量等を記した有害物質一覧表の作成及び国土交通大臣の確認を受けるこ
とを義務付け

２．再資源化解体業者の許可

• 特定船舶の再資源化解体（以下「リサイクル」という。）を行おうとする者に対し、主務大
臣（国土交通大臣、厚生労働大臣及び環境大臣）の許可(５年ごとの更新制）取得を義
務付け

３．特定船舶の再資源化解体計画の承認手続

• 再資源化解体業者がリサイクルの目的で特定船舶の譲受等を行おうとするときは、再
資源化解体業者に対し、再資源化解体計画の作成及び主務大臣（国土交通大臣、厚
生労働大臣及び環境大臣）の承認を受けることを義務付け

（注）IHS資料より
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４．主な政省令事項について

○ 政令事項（環境省関係抜粋）

１．生活環境の保全を目的とする法律（欠格要件）

• 船舶再資源化解体の許可を受けようとする者の欠格要件として規定する
生活環境の保全を目的とする法律として、大気汚染防止法、騒音規制法、

海洋汚染防止法等を定める。

２．環境省組織令

• 廃棄物規制課にシップリサイクルに関する規定の事務を追加。

○ 省令・告示事項（主務大臣関係抜粋）

１．有害物質一覧表の作成

• 船舶の再資源化解体の際に解体事業者の健康又は生活環境の保全上
支障の生ずるおそれがある有害物質を定める。

２．再資源化解体業者の許可

• 特定船舶の再資源化解体施設の許可基準等を定める。
３．特定船舶の再資源化解体計画の承認手続

• 国内で再資源化解体を行う際に作成する再資源化解体計画の承認基準
等を定める。
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４－１．有害物質一覧表の作成（対象物質の選定は主務大臣
事項）

有害物質一覧表に記載する有害物質の種類

有害物質一覧表は、船舶の「どこに」「どれだけの」有害物質が含まれているかを記し
た書類。関連する書類を添付すると、一般的な船舶で1,000ページを超える書類となる。
船舶建造時（既存船は条約発効後5年以内）に有害物質一覧表を作成し、以後は５年
に１度、国土交通大臣の確認を受ける必要がある。

有害物質一覧表の確認を受けることにより、他の寄港国によるシップ・リサイクル条
約の抑留措置を受けることなく航行することが可能となる。 有害物質一覧表

現存船 新造船※

4物質： ・石綿（アスベスト）
・ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）

・防汚化合物及び防汚方法（有機
スズ）
・オゾン破壊物質

13物質：左記4物質＋9物質
・カドミウム及びカドミウム化合物
・六価クロム及び六価クロム化合物
・鉛及び鉛化合物
・水銀及び水銀化合物
・ポリ臭化ビフェニル
・ポリ臭化ジフェニルエーテル
・ポリ塩化ナフタレン（塩素原子が四以上のもの）
・放射性物質
・塩化パラフィン（クロロアルカン）
（炭素数が10～13のもの及びその混合物）

※新造船：「条約発効日以後に建造契約が結ばれる船舶」及び
「条約発効日前に建造契約を結んだ船舶で、条約発効後30ヶ月以降に引き渡される船舶」
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４－２．再資源化解体業者の許可（主務大臣事項）

再資源化解体を行おうとする者について、労働災害・環境汚染を防止できるような施
設、管理体制になっているかを主務大臣（国土交通大臣、厚生労働大臣、環境大臣）
が確認し、許可（許可証の有効期間は５年）する。

許可を持たない施設については、特定船舶の再資源化解体を禁止する。

再資源化解体施設での保管の例

○再資源化解体業者の許可基準

• 施設において環境の保全上支障が
生じないような措置がとられている
こと

• 再資源化解体を適正かつ継続して
行う体制がとられていること

• 再資源化解体を行おうとする者の
能力が再資源化解体を適正かつ継
続して行うことができること

等
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４－３．特定船舶の再資源化解体計画の承認手続（主務大臣事項）

特定船舶の所有者が、自ら再資源化解体業者として日本国内で解体を行う際には、
再資源化解体計画を作成し主務大臣（国土交通大臣、厚生労働大臣、環境大臣）の
承認を得ることが必要。
再資源化解体計画には、船舶の解体工程等を基準として定める。

再資源化解体計画ガイドライン
（国際海事機関（ＩＭＯ）作成）

○再資源化解体計画基準
• 解体の行程ごとの作業内容が明確であること。

• 解体により排出される有害物質の管理計画が定めら
れており、既存法令に適合すること。

• 再資源化解体施設が解体の実施方法に照らして十
分な処理能力を有すること。

等

国内における再資源化解体の例


